


◆⾼度利⽤地区に指定するための基準

●区域：集合住宅等⽴地促進区域
●接道：基準容積率に応じて下記の道路幅員を満たす道
　　　　路に接していること
　　　　（基準容積率 400%）7ｍ以上
　　　　（基準容積率 600%）10ｍ以上

●⽤　途：1/4以上を住宅とすること
●壁⾯線：道路境界線から原則 1.5ｍ以上
●容積率：（最⾼限度）基準容積率 +350%
　　　　　（最低限度）基準容積率の 1/3
●建蔽率：（最⾼限度）基準建蔽率以下とすること
●建築⾯積：（最低限度）200 ㎡

+100％
+200％
+50％
+50％
+50％
+100％

●建築物の延べ床⾯積に対する住宅の⽤途に供する床⾯積の割合　　　　　（1/4以上 1/2 未満）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1/2以上）
●建蔽率の最⾼限度を当該地区の基準建蔽率から 10％以上減じる場合
●壁⾯線を道路境界線から 1.5ｍ（1.0ｍ）以上離した場合
●公開空地として利⽤できる広場等を 100 ㎡以上整備した場合
●建築物内に公共的屋内空間等　�を整備した場合

�

※����公共的屋内空間等の内容については、P.6「⾼崎市分譲型集合住宅等を誘導するための⾼度利⽤地区指定要綱」第 11条第 5項を参照。また、
　����対象建築物内に複数の公共的屋内空間等を整備する場合であっても、基準容積率に加算する数値は 100％を上限とします。

※

⾼崎市居住誘導策

１　建築主の申請に基づき、⾼崎市が⾼度利⽤地区に指定します。
２　⾼度利⽤地区に指定されると、基準容積率（400% ⼜は 600%）の緩和や、建築基準法の道
　　路斜線制限の適⽤除外を受けることができ、集合住宅等の⾼層化が可能になります。

◆制度の概要

◆⾼度利⽤地区とは（→さらに詳しく P.8）

　建築敷地などの統合を促進し、⼩規模建築物を抑制することを⽬的とした都市計画法の地域
地区のひとつです。建築物の敷地内にオープンスペースを確保することにより、⼟地の⾼度利
⽤と都市機能の更新が図られます。

　本市では、公共交通の利便性が⾼く、商業施設や公共施設が充実している中⼼市街地の⼈⼝
の増加を図るため、居住の受け⽫となるマンションの建設を促進する施策として、従来の建築
規制を緩和し、⼟地の有効活⽤や建物の⾼層化を誘導する制度を創設しました。

〜分譲型集合住宅等誘導型〜
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凡     例

商業地域

集合住宅等⽴地促進区域

市役所 ⾼崎駅

（400/80）

商業地域（600/80）

北⾼崎駅

既決定⾼度利⽤地区
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事業計画

住⺠説明会

近隣住⺠等との協議

審査・交付申請

都市計画法に基づく⼿続き

住⺠説明会
都市計画図書の縦覧
群⾺県への協議
都市計画審議会への付議　など

都市計画の決定

協⼒

その他法令⼿続き

所要期間の⽬安

⼿続きの流れ

宅地開発事前協議
中⾼層建築物事前協議
建築確認申請
景観計画区域内⾏為の届出　など

⼯事着⼿

意⾒書

指導・助⾔

近隣住⺠等
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住⺠説明会

近隣住⺠等との協議

その他法令⼿続き

申請

審査・交付

１　申請予定者は、事業計画について近隣住⺠等への説明会を開催しなければなりません。
２　申請予定者は、説明会の開催後７⽇以内に、以下の書類を市⻑に提出してください。
　　（１）説明会開催報告書（様式第１号）
　　（２）説明会で配布した資料
　　（３）説明会の議事録
　　（４）その他市⻑が必要と認める書類　

１　近隣住⺠等は、説明会の開催後１４⽇以内に、事業計画についての意⾒書を申請予定者に提出することができます。
【意⾒書の提出があった場合】
２　申請予定者は、説明会の開催後２１⽇以内に、意⾒書の写しを市⻑に提出してください。
３　申請予定者は、意⾒書の写しを市⻑に提出後１４⽇以内に、⾒解書により意⾒書を提出した申出者と協議をしてください。
４　申請予定者は、協議の終了後７⽇以内に、以下の書類を市⻑に提出してください。
　　（１）協議状況報告書（様式第２−１号）
　　（２）意⾒書の写し
　　（３）⾒解書の写し

１　申請者は、⾼度利⽤地区の指定を受けるために、以下の書類を市⻑に提出してください。
　　（１）⾼度利⽤地区指定申請書（様式第３号）
　　（２）事業計画書（様式第４号）
　　（３）申請者の住⺠票（法⼈の場合は商業登記簿謄本）
　　（４）資⾦計画書
　　（５）⾼度利⽤地区の指定を受ける区域の位置図
　　（６）対象建築物の配置図・平⾯図・⽴⾯図
　　（７）対象建築物の⽇影図（近隣住⺠等の範囲がわかるもの）
　　（８）⼯程表
　　（９）⾼度利⽤地区の指定を受ける区域の周辺地域の環境等への配慮に関する資料（様式第５号）
　　（１０）現況写真
　　（１１）説明会・近隣住⺠協議に関する資料
　　（１２）その他市⻑が必要と認める書類

１　市⻑は、⾼度利⽤地区の指定基準に該当するか、周辺地域の環境及び住⺠等への配慮がされているか審査します。
２　審査の結果、事業計画の変更が必要と判断した場合は、市⻑が申請者に対し、指導・助⾔等をすることがあります。
３　審査の結果、適当と判断した場合は、⾼度利⽤地区指定確認書（様式第６号）を交付します。
４　審査の結果、不適当と判断した場合は、⾼度利⽤地区の指定ができない旨の通知書（様式第７号）を交付します。

１　建築基準法による道路斜線制限の適⽤除外を受ける場合は、別途許可申請⼿続きが必要です。
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　　　第１章　総則

　（目的）

第１条　この要綱は、集合住宅等の立地を促進するため、容積率を緩和する区域の指定基準を定めるとともに、建築主からの申

請に基づき高度利用地区の決定にかかる都市計画手続を行うことに関し必要な事項を定め、もって、本市の定住人口の増加を

図ることを目的とする。

　（定義）

第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

（１）高度利用地区　都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第８条第１項第３号の高度利用地区をいう。

（２）基準容積率　都市計画法第８条第１項第１号に規定する用途地域（以下「用途地域」という。）に係る都市計画において定

められた当該地区の容積率の最高限度（当該地区が２以上の容積率の最高限度が指定された地区にまたがる場合においては、

容積率の最高限度が最も低い地区の容積率の最高限度）で、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第５２条第１項各号で

規定するものをいう。

（３）基準建蔽率　用途地域に係る都市計画において定められた当該地区の建蔽率の最高限度で、建築基準法第５３条第１項各

号で規定するものをいう。

（４）壁面の位置の制限　都市計画法第８条第３項第２号チに規定する壁面の位置の制限をいう。

（５）壁面の位置の制限により確保する空地　高度利用地区内に設ける壁面の位置の制限により確保する空地は、日常一般に公

開される部分で原則歩道状に確保するものをいう。

（６）道路　建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項及び第２項に規定する道路をいう。

（７）広場等　高度利用地区内の建築物の敷地内に設ける空地のうち、日常一般に公開される部分が壁面の位置の制限により確

保する空地に隣接し、かつ、１００㎡以上の面積を有するものをいう。

（８）公共的屋内空間等　高度利用地区内の建築物に設ける集会所、コミュニティ施設等をいう。

（９）近隣住民等　次に掲げる者をいう。

ア　冬至における午前８時から午後４時までの間に日影を生じる範囲内で対象となる建築物の壁面からその高さの２倍の範囲内

に居住する者及び土地又は建築物を所有する者

イ　対象となる建築物の壁面から１０メートルの範囲内に居住する者及び土地又は建築物を所有する者

　（市の責務 )

第３条　市は、集合住宅等の高層化を図るため、必要な施策を総合的に推進するとともに、住民の生活の安全の確保及び生活環

境の保全が図られるよう努めるものとする。

　（建築主の責務 )

第４条　建築主は、この要綱に定められたことを遵守し、近隣住民等の理解を得られるよう努めるものとする。

２　建築主及び近隣住民等は、紛争が生じたときは、相互の立場を尊重し互譲の精神をもって解決に努めるものとする。

３　建築主は、近隣住民等から建築計画の施行に伴う公害又は災害に対する防止対策、被害発生の場合における補償等について

協定締結の申し出があった場合は、これに応じるものとする。

　　　第２章　高度利用地区の指定基準

　（集合住宅等立地促進区域）

第５条　集合住宅等立地促進区域は、別表に掲げる地区とする。

２　前項の区域に係る関係図面を都市整備部都市計画課に備え置いて一般の閲覧に供するものとする。

　（地区の指定）

第６条　前条第１項に規定する区域内において、建築主からの申請に基づき高度利用地区を指定するものとする。

　（対象となる建築物）

第７条　前条の申請の対象となる建築物は、建築物の延べ床面積に対する住宅の用途に供する床面積の割合が１ /４以上の建築

物（住宅部分に区分所有権を設定するものに限る。以下「対象建築物」という。）とする。ただし、住宅の用途に供する床面積には、

共用部は含まないものとする。

２　前項に掲げるもののほか、市長が、集合住宅等の建築の促進及び定住人口の増加に特に寄与すると認められる建築物の場合

は、別途、高度利用地区の決定の可否を検討するものとする。

　（地区の接道）

第８条　第６条の申請における建築計画の区域に係る基準容積率に応じて、次の表の道路幅員を満たす道路に接しているものと

する。

　（壁面の位置の制限）

第９条　高度利用地区の指定においては、道路境界線から、１．５ｍ（歩道と一体として整備される場合は１ｍ）以上の壁面の

位置の制限を定めるものとする。

基準容積率 道路幅員 

４００％ ７ｍ以上 

６００％ １０ｍ以上 

 

⾼崎市分譲型集合住宅等を誘導するための⾼度利⽤地区指定要綱
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　（容積率の最高限度）

第１０条　高度利用地区の指定においては、容積率の最高限度は、基準容積率に、３５０％を加算した数値を上限とする。

２　容積率の最高限度として、基準容積率に加算する数値は、次条各項に定める数値の合計とする。ただし、前項の上限を超

えてはならない。

　（容積率の加算基準）

第１１条　高度利用地区の指定においては、対象建築物に住宅が占める割合に応じて基準容積率に加算する数値は次の表の数

値とする。

２　第１３条の規定により建蔽率の最高限度を基準建蔽率から１０％以上減算した場合における基準容積率に加算する数値は

５０％とする。

３　第９条の規定による壁面の位置の制限に係る基準容積率に加算する数値は５０％とする。

４　広場等を整備する場合における基準容積率に加算する数値は５０％とする。

５　対象建築物内に公共的屋内空間等を整備する場合における基準容積率に加算する数値は次の表の数値とする。ただし、対

象建築物内に複数の公共的屋内空間等を整備する場合であっても、基準容積率に加算する数値は、１００％を上限とする。

　（容積率の最低限度）

第１２条　高度利用地区の指定においては、容積率の最低限度は、高度利用を促進するため、基準容積率の３分の１以上で適

切な数値を定めるものとする。

　（建蔽率の最高限度）

第１３条　高度利用地区の指定においては、建蔽率の最高限度は、基準建蔽率を超えない範囲で、１０％の整数倍の数値をもっ

て適切に定めるものとする。

　（建築面積の最低限度）

第１４条　高度利用地区の指定においては、建築面積の最低限度は、原則として２００㎡以上とする。

　　　第３章　高度利用地区の指定申請

　（説明会の開催）

第１５条　第１８条第1項の規定による申請をしようとする者（以下「申請予定者」という。)は、申請予定者の事業計画について、

近隣住民等への説明会を開催しなければならない。

２　申請予定者は、前項の規定により説明会を開催したときは、説明会開催報告書（様式第１号）に次に掲げる書類を添付し、

当該説明会を開催した日から起算して７日以内に市長に提出するものとする。

（１）説明会で配布した資料

（２）説明会の議事録

（３）その他市長が必要と認める書類

　（意見の申出）

第１６条　近隣住民等は、前条の説明会を開催した申請予定者に対し、当該申請予定者の事業計画について、意見を申し出る

ことができる。

２　前項の規定による意見の申出は、前条の説明会が開催された日から起算して１４日以内に事業計画についての意見を記し

た書面（以下「意見書」という。）を申請予定者に提出して行うものとする。

３　申請予定者は、前項の意見書の提出があったときは、前条の説明会が開催された日から起算して２１日以内に意見書の写

しを市長に提出しなければならない。

 
対象建築物に住宅が占める割合

 
基準容積率に加算する数値 

１／４以上１／２未満  １００％ 

１／２以上 ２００％ 

 

公共的屋内空間等の内容 基準容積率に加算する数値 

集会所、コミュニティ施設 

物品販売業を営む店舗及び飲食店（建築物の２階以下に設置するものとし、設置し

た階の床面積に対する当該用途に供する床面積の割合が１／２以上とする。ただし、

共用部は含まない）

 屋内的広場

 ホール、ギャラリー

 子育て支援施設（認可外保育所、学童保育等）

 公共用歩廊

 官公署等公共施設
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　（近隣住民等との協議）

第１７条　申請予定者は、前条に規定する意見書の提出があったときは、当該意見書を提出した近隣住民等（以下「申出者」という。）

と協議しなければならない。

２　申請予定者は、前項の申出者との協議においては、前条第３項に規定する意見書の写しを市長に提出した日から起算して１４

日以内に、当該意見書に対する見解を示した書類（次項において「見解書」という。）により、申出者に説明するものとし、当

該協議は、申出者の理解が得られるよう努めなければならない。

３　申請予定者は、前項の協議を行ったときは、協議状況報告書（様式第２－１号）に意見書及び見解書の写しを添付し、当該協

議が終了した日から起算して７日以内に市長に提出しなければならない。

４　市長は、前項に規定する協議状況報告書等の内容を確認した結果、再度協議が必要と判断した場合は、申請予定者に対し、第

１項の協議を再度行うよう指導することができる。

５　前項の指導を受けた申請予定者は、第１項の協議を再度行うとともに、当該協議が終了した日から起算して７日以内に協議状

況最終報告書（様式第２－２号）を市長に提出しなければならない。

　（建築主からの申請）

第１８条　高度利用地区の指定を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、高度利用地区指定申請書（様式第３号）を市

長に提出しなければならない。

２　前項の申請書には、次に掲げる図書を添えなければならない。

（１）事業計画書（様式第４号）

（２）申請者の住民票（申請者が法人の場合は、商業登記簿謄本）

（３）資金計画書

（４）高度利用地区の指定を受ける区域の位置図

（５）対象建築物の配置図

（６）対象建築物の平面図

（７）対象建築物の立面図

（８）対象建築物の日影図（近隣住民等の範囲がわかるもの）

（９）工程表

（１０）高度利用地区の指定を受ける区域の周辺地域の環境等への配慮に関する資料（様式第５号）

（１１）現況写真

（１２）第１５条の説明会及び第１７条の近隣住民協議に関する資料

（１３）その他市長が必要と認める書類

　（審査の基準等）

第１９条　市長は、前条第１項の規定による申請があった場合において、当該申請が第２章の基準に該当するか、高度利用地区を

指定する区域の周辺地域の環境及び住民等への配慮がされているか審査するものとする。

２　市長は、前項の審査の結果、事業計画の変更が必要と判断した場合は、申請者に対し必要な指導、助言等をすることができる。

３　前項の指導等を受けた申請者は、市長と協議を行い、事業計画の変更又は事業計画の中止を検討するものとする。

４　市長は、第１項の審査の結果、高度利用地区の指定が適当と判断した場合は、高度利用地区指定確認書（様式第６号）を、高

度利用地区の指定が不適当と判断した場合は、高度利用地区の指定ができない旨の通知書（様式第７号）を申請者に交付するも

のとする。

５　市長は、前項に規定する高度利用地区指定確認書を交付する場合には、住民の生活の安全の確保及び生活環境の保全等に必要

な条件を付すことができる。

６　申請者は、前項に規定する条件を付された場合には、当該条件を遵守するよう努めなければならない。

　（都市計画手続）

第２０条　市長は、前条第４項の確認書を交付したときは、速やかに高度利用地区の決定に必要な諸般の手続を行うものとする。

２　市長は、前項の手続を行うにあたり、申請者に対し図書の提出その他必要な協力を求めることができる。

　　　附　則

１　この要綱は、平成３１年１月１日から施行する。

２　この要綱の施行日前に高度利用地区の指定を受けた地区については、なお、従前の例による。

　　　附　則

　この要綱の改正は、令和５年１２月１４日から施行する。

　別　表　

　集合住宅等立地促進区域

都市計画法第８条第１項第１号の商業地域に指定

された土地で市長が指定する地区 

市長が集合住宅等の建築の促進を図る必要性が特

に高いと認め指定する地区 
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　⾼度利⽤地区は、建築物の敷地等の統合を促進し、⼩規模建築物の建築を抑制するとともに建築物の敷地内に有効な空
地を確保することにより、⽤途地域内の⼟地の⾼度利⽤と都市機能の更新とを図ることを⽬指した地域地区である。（都
市計画運⽤指針より）
　また、市街地再開発事業の施⾏区域については、⾼度利⽤地区内にあることが条件の⼀つになっている。

【定める必須項⽬】
○容積率の最⾼限度及び最低限度
○建蔽率の最⾼限度
○建築⾯積の最低限度
　（適⽤除外）
　・⽊造、鉄⾻造等で、２階以下（地下なし）の建築物
　・学校、駅舎、公衆便所等の公益上必要な建築物

◆⾼度利⽤地区とは（つづき）

※注意事項
　⾼度利⽤地区は、建築基準法（以下「法」という。）の許可を取得することで道路斜線制限の適⽤除外を受けられますが、以
下の制限は緩和することができません。

●法第５２条第２項　　　　　（前⾯道路幅員による容積率の制限）
●法第５６条第１項第２号　　（隣地斜線制限）
●法第５６条の２　　　　　　（⽇影による中⾼層の建築物の⾼さ制限）

　ただし、建築物の建蔽率の最⾼限度は、法第５３条第３項第１号⼜は第２号のいずれかに該当する建築物にあっては 1/10、
同項第１号及び第２号に該当する建築物⼜は第６項第１号に該当する建築物にあっては 2/10 を加えた数値とします。
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◆近隣住⺠等とは
　説明会の開催等で対象となる近隣住⺠等は、以下のとおりとします。
○冬⾄における午前８時から午後４時までの間に⽇影を⽣じる範囲内で対象建築物の壁⾯からその⾼さの２倍の範囲内に
　居住する者及び⼟地⼜は建築物を所有する者（平均地盤⾯からの⾼さは０ｍとします）
○対象建築物の壁⾯から１０メートルの範囲内に居住する者及び⼟地⼜は建築物を所有する者

･･･近隣住⺠等

（建物⾼さ）×２（建物⾼さ）×２

対象建築物

10ｍ10ｍ
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